大阪府医療勤務環境改善支援センター運営協議会設置要綱
（設置目的）

第１条　大阪府医療勤務環境改善支援センター運営協議会（以下「協議会」という。）は、大阪府医療勤務環境改善支援センター（以下「支援センター」という。）が医療機関における勤務環境の改善に向けた取組を進めるに当たり、地域が直面する課題を関係者間で共有するとともに、支援センターの運営方法等を含め、関係者が協働して課題の解決のための方策を具体化し、適切な役割分担の下に効果的に取り組み、さらにその成果を検証し、取組内容を改善の上、継続するための協議の場として設置する。

（協議会の事務）

第２条　協議会は、医療従事者の勤務実態等について、関係者間での現状認識、問題意識の共有、支援センター及び大阪労働局が実施する医療労務管理支援事業（以下「労務管理支援事業」という。）の運営方法の検討等を次の各号により実施する。
１　医療従事者の勤務実態等について、現状認識、問題意識及び関係施策の共有

２　支援センターの運営方法全般に関する協議

３　労務管理支援事業による医療労務管理アドバイザーの活動内容を踏まえ、問題点の改善のために必要な取組等を協議
４　支援センター及び大阪労働局において企画、立案する医療機関の労務管理者を対象とした労務管理等に係る研修会の内容に関する協議

５　次年度の取組に関する方針の決定

６　その他、支援センターの運営に関し必要な事項の協議

（協議会の委員及び任期等）

第３条　委員は、医師会、看護協会、病院団体等の医療関係団体、社会保険労務士会、医業経営コンサルタント協会等医療機関の支援を行う関係団体、大阪労働局等の関係行政機関から選出する。
２　協議会に会長を置き、会長は、委員の互選により定める。
３　委員の任期は２か年度とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。
４　会長は、専門の事項を調査審議させるために必要があるときは、協議会に専門委員を置くことができる。
５　専門委員の任期は、当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。
（協議会の開催）

第４条　協議会は、必要に応じ開催する。

２　協議会は、会長が招集し、これを総理する。
３　委員がやむを得ない理由により協議会に参加できない場合には、代理による出席も可とする。

４　協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

５　議事は出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

６　会長に事故があるときは、委員のうちから互選された委員がその職務を代行する。

（報酬及び費用弁償）

第５条　委員及び専門委員の報酬及び費用弁償の額は、別表に定める額とする。
（庶務）

第６条　協議会の庶務は、大阪府医療勤務環境改善支援センター及び大阪府健康医療部保健医療室において行う。

（委任）

第７条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。

附　則
この要綱は平成２７年６月２３日から施行する。
別　表
	１．区別
	２．対象経費
	３．支給額

	報　酬
	運営協議会委員及び専門委員に対する謝金。

支払いにおいて、時間単価を適用する時間は２時間以内とし、２時間を超える場合は日額を適用する。また、時間単位を適用する場合の支払単価は１時間とし、端数について３０分未満は切り捨て、３０分以上は切り上げとする。ただし、全体で３０分未満の場合は１時間とみなすこと。


	１日：８,１００円

１時間：４,０００円

	費用弁償
	運営協議会の出席に当たっての旅費。
交通手段は、原則として公共交通機関を利用すること。ただし、やむを得ない事情があると認められる場合は、タクシー等を利用することができる。

	実　費


